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　蘭島海岸は北海道有数の海
水浴場。離岸堤のかさ上げを
北海道に要望しています。

　スーパーセンタートライアル
朝里店横の横断歩道に、手押し
信号機をつけるよう要望。実現
の方向です。消えかかった白線
はすぐに補修されました。

　おたる運河平和灯ろう
流しで、核兵器廃絶と世
界平和の願いを託します。

　旧日本郵船小樽支店の修復
が完成。当時北日本随一の豪
華さを誇る建築は見応え満載。

　道営住宅｢であえーる｣
が、色内小学校跡地に建
設されました。

　長橋中学校では、教室
に行きにくい生徒の居場
所である校内支援センタ
ーを開設。視察で校長先
生の熱心な説明を聞く。

　アイヌ遺骨が20体、
小樽に返還され再埋葬さ
れました。

泊原発再稼働～知事は同意判断撤回せよ
　北海道電力が2027年をめどに泊原発の再稼働を目指
し、鈴木知事は2025年12月10日の道議会で再稼働同意
を表明しました。丸山道議は、道民や関連自治体の意見
集約や避難計画の不備、安全対策工事費や維持費の問題
点等を指摘し再稼働同意撤回を迫りました。
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てんやわんやの宿泊税
　2026年４月から北海道宿泊税が
導入されます。
　すでに導入している自治体との
整合性、免除規定が教育宿泊以外
に適用されないこと、何より宿泊
税の使用目的が示されずに条例化
が進むなど、疑惑だらけで導入あ
りきの姿勢に警鐘を鳴らし「時期
尚早、一旦立ち止まって議論を尽
くすべき」と論陣を張り続けました。

　おさまらない米価高騰。国は
転作補助金で米の減産を誘導し
道も追随してきました。
　後志の米どころ蘭越町のJAようてい蘭越支所
を訪問。米価や後継者問題について懇談し、有機
農法の米農家さんとの面談では、作付けを増やす
と米価が暴落しないか心配の声も聞かれました。
需要に応えた米生産という道の発想では生産者の
心配を払拭できない。道として、米政策の転換を
国に求めよと道議会で知事に迫りました。

米の安定供給は政治の責任

住みよい平和な小樽
へ住みよい平和な小樽
へ



どの子の学びも大切に！不登校児童生徒・保護者に寄り添った教育支援を
　2024年度、道内の不登校児童数は過去最高になりました。どの子の学びも大切にさ
れる環境が必要です。
　丸山はるみ道議は、多様で適切な教育環境の確保に向け、必要な支援を道教育委員会
にもとめ議会で取り上げました。
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最賃今すぐ1500円、さらに1700円へ!!

～道議団､ 道内各地を調査視察～

林産試験場を視察
〝きのこ〟の研究成果
生かし生産振興を !

法令違反の釧路湿原埋め立て
メガソーラー実態視察

農家支援、賃上げ助成など
道民の要望を届けています

最賃今すぐ1500円、さらに1700円へ!!
　物価高に追いつく賃金水準には、ほど遠い実情。北海道は非正規労
働者が全体の約４割、女性に限れば６割にもなり、家計を支える非正
規労働者の割合も増え続けています。
　日本共産党道議団は、毎年北海道労働局に、最低賃金引き上げに力
を尽くすよう要請しています。
　丸山道議は道議会でも取り上げ、地方最低賃金審議会に、北海道の
若者の生活実態調査の結果を、参考意見として提案するよう鈴木知事
に迫りました。

　訪問介護事業所は、政令市・中
核市で増加していますが、他市町
村では減少が進み2025年には新
たに２つの自治体でゼロになるな
ど地域偏在が目立ちます。
　2025年訪問介護事業所の倒産
は、前年同期比12％増となり、
その８割が介護報酬の引き下げ、
利用者の減少を理由としています。

　給料が低い、法定研修費の自己
負担が重い等の理由から人手不足
も深刻です。
　小樽市や網走市では法定研修費
の負担軽減支援を行っています。
　丸山道議は議会質問で、事業所
の存続のための支援と介護員の法
定研修費の負担軽減に、北海道が
取り組むべきと求めています。

経営厳しい介護事業所守れ!!
～増え続ける訪問介護事業所ゼロ自治体～
経営厳しい介護事業所守れ!!

国内初の地対艦ミサイル訓練!!
陸上自衛隊北部方面総監部に

中止要請を行う

「北海道植樹祭」道民共同で
森林づくりの重要性
すすめる活動に
毎年参加しています

丸山はるみ事務所
小樽市稲穂１－12－205

ステーションハイツ
☎64-5591　FAX64-5592

お困りごと相談お受けします
◉月曜日～金曜日
◉午前９時30分～午後３時30分




